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　L　現在の「国際社会」は，主権国家を単位として
構成され，その点に個人を単位として構成される「世
界社会」との相違がある。世界社会を均質な粒子によ
って形成されたコンクリートの壁にたとえれば，国際
社会は，城の石垣のように，国家というそれぞれの個
性と特色とを持った塊によって組み立てられたものと
してとらえられる。その点を強調すると，国家主権が
存する限り，世界国家も世界連邦も不可能であるよう
に思われる。しかし，右の「石垣」と「コンクリート
壁」の関係と「国際社会」と「世界国家」との関係を
対比して異る点は，一方が意思を持たぬ無機物の集合
であるのに対して，他方は意思を持った人間の集合で
ある点にある。石やコンクリートは風化することはあ
っても，その粒子が意思をもって結び合うということ
はない。もっとも，無機物であっても，積み重ねられ
たのが灼熱した鉄塊であったり，凝固前のコソクリー
トや米餅の塊であるような場合には，やがて他の塊と
結合して，更に大きな集合体を形成することが可能で
あろう。まして，人間は，それぞれに他の人間と結合
して社会を構成する習性を持っている。
　2．　国際社会は，現在たしかに，近代民族国家とし
て構成され，しかも，それが往々超時代的なもののよ
うに考えられている。しかし，歴史的に見れば，それ
e＊ig世紀民族主義の勃興とともに成立した比較的新し
いものなのである。人間の集団としての社会は，自然
的結合である家族から，氏族，部族，都市国家，封建
的藩，近代民族国家へと発展し，それに伴って社会を
規律する規範や権力も変遷してきた。その過程を見る
と人類の社会・1次団体の枠がひろがると共に，社会
の構成単位は個人へと分解してきた。現在における人
類の到達した1次団体は国家であり，国家法が法規範
の中でもっとも完備され，強制力も強いことは事実で
ある。しかし，そのことは，歴史的に現在国家が強力
な最高権力主体であることを物語る反面，永久にはそ
の地位を保持しえないことも示しているのではなかろ
うか。そしてこの進化の過程の中で重要な役割を果し
ているのが，社会成員としての個人の懐く共通感情，
連帯意識であることを見逃してはならない。従来の政
治学，法学の分野においては，この個人の法意識とい
うものは検討の対象外として等閑視されていた。とく
に国際政治，国際法学の分野においてその傾向は顕著
であった。
　3．　国家主権の実体，つまり国家の最高権力が君主
の手に握られている場合には，国民たる個人の意識が
どのように変化しても，それは，国家の政治の上に，
したがって対外政策の面にもなんら影響も及ぼさな
い。しかし，国家の最高権力が国民の手に握られた時
から，外交は，本質的に国民外交となるのである。そ
れゆえ，国民の懐く「国家主権意識」と「世界連邦意
識」の強弱によって，人類社会の未来像が決定される
のだ，といって過言ではない。国際間の交流は，政
治，経済，社会の広汎な分野に及び，個人間の交際，
文通，旅行などは，現在では国内と国外とではほとん
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ど変りがなく日常普通のことになっている。法的に厳
格な判定を下すのではなく，素朴に眺めるならば，人
類はすでに世界連邦への道程を間違いなく，着実に歩
んでいる。巨視的に見るならば，「世界社会」はすで
に誕生し，それにどのような法的な衣服を着せるかと
いう問題が残っているにすぎないともいえよう。
　4．世界連邦の創設が具体的日程にのぼった場合に
問題となる一つは，世界連邦と構成国家の間の政治的
・法的権限分配の問題であろう。現在の国際社会を石
垣，未来の世界国家をコンクリートの壁にたとえた前
記の比喩に従えば，世界連邦は，鉄筋コンクリート建
のビルディングのようなものである。　「各階」には，
それぞれの特色を持たせ，その階内での管理を独自に
行なわせることができるが，同時に全体としては鉄筋
が通り，給水，排水，電気，ガス，冷暖房，エレベー
ター，階段などのような「ビル全体」に関する事項
は，共通して管理する必要が生じてくる。
　かつて，国家は，その有する主権の対外的効果とし
て，自国の国家政策遂行上必要であると考える場合に
は，戦争によって目的を達成することができると解さ
れていた。戦争が国際法的に違法と考えられるように
なってからも自衛のために武力を行使することが許さ
れ，更に自衛であるか否かの判定権は，その行為国に
あると主張された6そしてまた，主権の対内的効果と
して，国家の領域内にある住民の待遇と福祉は，その
国の国内管轄権に属し，国家が排他的に処理でぎると
されていたQしかし，国連憲章のもとにおいては，加
盟各国は，その国際紛争を平和的手段によって解決す
ることを義務づけられ，その国際関係において武力に
よる威嚇と武力の行使を原則として禁止した。それの
みならず，自衛であるか否かの判定は，安全保障理事
会が行なうことになり，国際の平和安全維持に関する
主要な責任を安全保障理事会に負わせ，同理事会の決
定を受諾しかつ履行することに同意した。また，その
領域内にある住民の処遇に関しても，国家が全く盗意
的な権力を持つものではなく，特に「人種・性・言語
又は宗教による差別のないすべての者のための人権及
び基本的自由の普遍的な尊重及び遵守」を実現するた
めに国連と協力して共同及び個別の行動をとることを
加盟国は誓約している。
　このようなことは，従来の伝統的国際法によれば，
国家主権の重要な制限ないし制約にほかならない。
「国際機構の本質的目的のいかなるものも，しばしば
国際面における国家主権の重要な属性と考えられてい
るものの譲渡なくしては達成されない」のである。
　また，第2次大戦後にヨーロッパで成立した国際機
構においては，その構成や活動の上で，より強く超国
家性が認められ，従来の国際機構と比較すると，連邦
国家と国家連合との関係に対比することができるほど
に，構成国間相互の緊密化がはかられ，事実「連邦国
家的特徴を備えた新しい型の国家結合」ともよばれて
いる。特定の限られた分野であるにせよ，単に加盟国
のみならず，その国民・個人に対しても拘束力を持つ
超国家機構の創設を約した各国は，その条約を通じて
自国領域における主権行使を一部その機構に移譲した
ものと考えざるをえない。
　「国家主権」が強調された時代は去りつつあり，
「世界連邦」の実現が近づきつつあるが，この研究は
その過程および実現後の諸問題について法的側面から
分析検討を試みたものであり，その成果の一部は，尾
崎行雄財団編「世界連邦」第1集（13アー166ページ）
などに公表した。
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